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１ 東京港の概要
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（１）東京港港湾計画改訂の経緯
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⾧期構想等 策定年

港湾計画の基本的方向 昭和56年

東京港港湾計画の基本方針 昭和62年

東京港第６次改訂港湾計画の
基本方針 平成6年

東京港第７次改訂港湾計画の
基本方針 平成16年

京浜港の総合的な計画
（京浜港連携協議会） 平成23年

計画 計画期間 主な内容

東京港港湾計画 昭和31 40年 ・大型船入港のための航路泊地浚渫

改訂港湾計画 昭和36 45年 ・東京区部1/4円を占める海面部の活用

第２次改訂港湾計画 昭和41 50年
・埋立地形状の変更
・ｺﾝﾃﾅふ頭、ｶｰﾌｪﾘｰふ頭
・廃棄物埋立処分場

第３次改訂港湾計画 昭和51 55年 ・港湾環境整備施設計画（緑地、海浜）

第４次改訂港湾計画 昭和56 65年 ・東京港連絡橋（レインボーブリッジ）
・羽田沖埋立て

第５次改訂港湾計画 昭和63 平成7年
・臨海副都心、豊洲晴海開発
・新海面処分場
・大井ｺﾝﾃﾅ（変更）

第６次改訂港湾計画 平成9 17年 ・青海ｺﾝﾃﾅ（変更）
・中防外、新海面ｺﾝﾃﾅ（新規）

第７次改訂港湾計画 平成17 20年代後半

・羽田空港D滑走路（航路位置変更）
・中防外ｺﾝﾃﾅ・新海面ｺﾝﾃﾅ（変更）
・臨港道路南北線（新規）
・東京国際クルーズターミナル（新規）

第８次改訂港湾計画 平成26 30年代後半 ・ｺﾝﾃﾅ船大型化への対応



（２）京浜港の総合的な計画（概要）

Port of Tokyo 4

■各港が担う機能等

【東京港】
• 既存の基幹航路ネットワーク受入対応施設を活用しながら、今後も基幹航路と近海航路等の拠点機能を担う

• 世界的な大消費地である首都圏へ生活関連物資等の流通を支える商業港として、質・量ともに高い港湾物流

機能を担う

• 豊富な道路ネットワークにより、主に東北・北関東方面に対する商業港としての機能を受け持つ

• 臨海部に集積した倉庫群を活用し、航空貨物のニーズも視野に入れた高機能な物流拠点としての機能を担う

• 完成自動車の国内輸送拠点の一翼を担う

【川崎港】
• 背後に広がる冷凍冷蔵倉庫の集積を活かし、今後増大するアジアの輸入貨物の取扱拠点機能を担う

• 東京港、横浜港及び羽田空港に近接する地理的特性を有し、陸海空の結節点として、豊富な倉庫群を活かした

総合的な物流拠点機能を担う

• 完成自動車の東日本の輸出拠点として、また完成自動車の国内輸送の拠点としての役割を担う

• 資源・エネルギーの受け入れ施設の集積を活かし、首都圏の住民生活・産業活動を支えるエネルギー拠点としての

機能を担う

【横浜港】
• 自然条件を活かした、-18ｍを超える大水深バースの整備により、超大型コンテナ船の受け容れ機能を担う

• 既存の基幹航路ネットワーク受入対応施設を活用しながら、今後も基幹航路の拠点機能を担うとともに、

オーストラリア、南米をはじめ世界各方面への定期航路を活かした輸送拠点機能を担う

• 我が国における国際トランシップの拠点として、北米航路を中心としたトランシップ機能を担う

• 完成自動車の東日本の輸出拠点として、また完成自動車の国内輸送の拠点としての役割を担う

• 完成自動車や自動車部品、産業機械等を大量に取り扱う京浜工業地帯をはじめ、関東・東海の製造産業を

支える工業港としての機能を担う

• 様々な業態、品種の倉庫群を活かし、保管・流通加工・配送といった高質な物流サービス拠点としての機能を担う

「京浜港の総合的な計画」（京浜港連携協議会）を策定（平成23年9月）

本計画において、各港が担う機能等が記載

本計画の考え方を継承し、東京港第９次改訂港湾計画に向けた長期構想を検討

資料：「京浜港の総合的な計画」（H23.9）（京浜港連携協議会）より作成



（３）東京港の変遷
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月島、晴海、豊洲

中央防波堤地区

羽田 D滑走路

昭和27年（1952年） 昭和42年（1967年） 昭和55年（1980年）

品川ふ頭
大井ｺﾝﾃﾅ
ﾀｰﾐﾅﾙ

ﾀｰﾐﾅﾙ

平成6年（1994年）

ﾚｲﾝﾎﾞｰﾌﾞﾘｯｼﾞ

平成28年（2016年）

中防外
ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

台場

東京港は昭和16年の開港以降、増加する貨物量への対応及び都市問題の解決のため、これまでに
約2,800haの埋立地を造成し機能強化を図ってきた

コンテナ化にいち早く対応し、昭和41年に品川ふ頭を暫定コンテナバースとして整備するとともに、
昭和46年には、本格的なコンテナバースとなる大井ふ頭が完成

令和２年には、中央防波堤外側Ｙ２コンテナターミナル及び臨港道路南北線が供用を開始、
東京国際クルーズターミナルが開業

Ｎ



第８次改訂港湾計画 現況

目標年次（令和一桁後半） 令和元年（2019年）

取扱貨物量

外貿 ６，８８０万トン ４，８４９万トン

うちコンテナ
６，６２０万トン

（５６０万ＴＥＵ）

４，６６６万トン

（４５１万ＴＥＵ）

内貿 ３，９５０万トン ３，９３１万トン

合計 １０，８３０万トン ８，７８０万トン
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（４）東京港第８次改訂港湾計画（目標貨物量と現状）

資料：東京港第８次改訂港湾計画書及び東京港港勢より作成
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（５）東京港第８次改訂港湾計画の計画内容と現況

ふ頭名
第８次改訂港湾計画

現況水深
対象船舶 計画水深

大井コンテナ o1～o7 15万DWT （14,000TEU） 15～16 15

青海コンテナ

A0～A1 4万DWT （2,800TEU） 13 13

A2 10万DWT （8,500TEU） 15 15

A3～A4 15万DWT （14,000TEU） 15～16 15

品川コンテナ S6～S7 4万DWT （2,800TEU） 11.5 10

中央防波堤外側
コンテナ

Y1 2万DWT （1,700TEU） 11 11

Y2 15万DWT （14,000TEU） 16～16.5 16

Y3 15万DWT （14,000TEU） 16～16.5 未整備

新海面処分場コンテナ Z1 15万DWT （14,000TEU） 16～16.5 未整備

15号地コンテナ L2～L3 3万DWT （2,500TEU） 11～12 未整備

※対象船舶には喫水調整が必要なものを含む

資料：東京港第８次改訂港湾計画資料（その１）及び
東京港港湾計画資料 軽易な変更 （令和２年１月）より作成



（６）東京港第８次改訂港湾計画に基づく整備状況
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③ 東京国際クルーズターミナル 中央防波堤外側Y2コンテナターミナル ② 臨港道路南北線

Ｎ

〇主な施設（岸壁・道路）の整備状況

（計画） （工事） （供用）

 中防外Y2コンテナターミナル
（耐震強化岸壁）

H17.12 H20. 9～R2.3 R2.3

② 臨港道路南北線 H21. 5 H28. 4～R2.6 R2.6

③ 東京国際クルーズターミナル
（耐震強化岸壁）

H25.11 H27. 6～R2.8 R2.9  

②
③



（７）東京湾諸港の特色（輸出入）
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資料：各港統計年報より作成東京湾内各港の取扱物資の特徴（平成23年）

千葉港

セメントなど街づくり
資材原油など原材料
自動車など機械類

東京湾内各港の取扱物資の特徴
（令和元年）

川崎港

横浜港 食料品等生活関連

東京港

注)円の大きさは貨物量を表したものではない

資料：各港統計年報（令和元年）より作成

原油やLNG/液化天然

ガス等の取扱いが多い

完成自動車や

自動車部品等の

取扱いが多い

LNG/液化天然ガ

スや原油、揮発油

等の取扱いが多い

原油やLNG/液化

天然ガス等の取扱

いが多い

東京港は、人々の生活に密接に関連する食料品などの生活関連の貨物の取扱が多く、商業港的性格が強い

衣服・身廻品、

製造食品等の

取扱いが多い
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（８）東京港の港勢 （令和元年）

■港勢

○入港船舶

○貨物量合計

・外貿貨物

外貿コンテナ取扱個数

（外貿・内貿コンテナ取扱個数）

・内貿貨物

■税関別貿易額

・東京港 １７．３兆円（前年比 ９８％）

・横浜港 １１．８兆円（前年比 ９５％）

・名古屋港 １７．４兆円（前年比 ９８％）

資料：東京港港勢より作成

資料：東京税関資料より作成
※管内各官署の通関額を集計したもの

２３，３８２

８，７８１万

４，８４９万

４５１万

５０１万

３，９３１万

隻 （前年比 ９６％）

トン （前年比 ９６％）

トン （前年比 ９７％）

ＴＥＵ（前年比 ９９％）

ＴＥＵ（前年比 ９８％）

トン （前年比 ９４％）



（８）東京港の港勢 （令和元年）
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資料：東京港港勢より作成

＜外貿コンテナ＞＜内貿＞

内貿ﾕﾆｯﾄ貨物
11,140千㌧

（28％）

フェリー貨物
10,735千㌧

（27％）

民間専用貨物
10,801千㌧

（28％）

ばら物・在来
5,151千㌧
（13％）

取扱貨物のうち、重量ベースでは、外貿貨物が５５％、内貿貨物が４５％となっている

外貿貨物のうち、重量ベースでは、コンテナ貨物が９６％を占めており、輸出入割合は３：７となっている

内貿貨物のうち、内貿ユニット貨物とフェリー貨物が55％を占めている

内航フィーダー
1,485千㌧

（4％）



衣服・身廻品・はきもの
14%

家具装備品
6%

電気機械
9%

産業機械
4%

金属製品
4%

製造食品
7%

その他畜産品
5%

その他化学工業品
7%

雑工業品

30%

金属機械工業品

24%

軽工業品

14%

農水産品

12%

化学工業品

10%

その他

10%

（9）東京港の輸入貨物（令和元年）
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中国

43%

アジア

（中国以外）

33%

北アメリカ

15%

ヨーロッパ

7%

その他

2%

資料：東京港港勢より作成

総計
34,508千㌧
（令和元年）

総計
34,508千㌧
（令和元年）

コンテナ貨物の輸入元は、重量ベースで中国が43％、その他アジアが33％、北アメリカが15％となっている

輸入品目は、重量ベースで、雑工業品が30％、金属機械工業品が24％となっている

外貿コンテナ貨物 輸入相手国内訳 外貿コンテナ貨物 輸入品目内訳



産業機械

15%

自動車部品

13%

電気機械

6%

その他化学工業品

15%

再利用資材

15%

ゴム製品

3%

金属機械工業品

43%

化学工業品

20%

特殊品

19%

雑工業品

10%

その他

8%

中国

25%

アジア

（中国以外）

37%

北アメリカ

26%

ヨーロッパ

10%

その他

2%

（10）東京港の輸出貨物（令和元年）
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コンテナ貨物の輸出先は、重量ベースで中国が25％、その他アジアが37％、北アメリカが26％となっている

輸出品目は、重量ベースで、金属機械工業品が43％、化学工業品が20％となっている

資料：東京港港勢より作成

総計
12,155千㌧
（令和元年）

総計
12,155千㌧
（令和元年）

外貿コンテナ貨物 輸出相手国内訳 外貿コンテナ貨物 輸出品目内訳



（11）全国の輸入量に占める東京港利用の割合（平成30年）
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資料：「PORT OF TOKYO 2020」より作成

肉類や海産物、飲料など食料品において、東京港からの輸入割合が高い

テレビなどの高付加製品において、東京港からの輸入割合が高い

986千㌧
32.7％

91千㌧
57.5％

119千㌧
50.8％

848万台
26.7％556千㌧

31.1％235千kl
39.5％

全国の輸入量に占める
東京港の割合



（12）暮らしを支える東京港（輸入）
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他港に比べ、輸入貨物に占める「生活関連物資」の割合が高い

衣服・身廻品・

はきもの

20.8%

製造食品

11.1%

家具装備品

8.9%

野菜・果物

7.6%
その他畜産品

7.3%

その他

44.3%

港湾取扱量（輸入）に占める生活関連物資の割合（令和元年）

東京港の輸入貨物のうち、64％が生活関連物資
生活関連物資：輸入の生活関連物資は、衣料・身廻品・はきもの、製造食品、

家具装備品、野菜・果物等の生活に直接関連のある物資が多い

東京港生活関連物資取扱量の内訳

資料：各港統計年報（令和元年）より作成



（13）日本経済を牽引する東京港（輸出入）

16Port of Tokyo

東京港の貿易額は17.3兆円であり、名古屋港と同規模となっている

輸入額のうち、約３割をパソコンなどの事務用機器、音響映像機器などの機械類・輸送用機器が占めている

輸出額のうち、約６割を高付加価値製品である自動車部品などの機械類・輸送用機器が占めている

17.3兆円

17.4兆円

11.8兆円

資料：東京税関資料より作成資料：「数字で見る港湾2019」より作成

食料品, 

18%
原料品, 

3%

化学製

品, 9%

原料別製

品, 9%

機械類・

輸送用機器, 

34%

その他, 

27%

東京港輸入額内訳

食料品, 

2%

原料品, 

2%

化学製品, 

13%

原料別製

品, 8%

機械類・

輸送用機器, 

59%

その他, 

17%

東京港輸出額内訳



（14）東京港の施設配置
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資料：｢PORT OF TOKYO 2020｣より作成

-3～-4.5

～-

東京港の西側（第一航路沿い）に主要な外貿コンテナターミナル、内貿ユニットロードターミナル、
東京国際クルーズターミナル等が集積

ふ頭名
船
隻
数

延長
（m）

水深
（m）

対象船舶
（D/W）

1 竹芝ふ頭 3 465 -7.5 5,000

2 日の出ふ頭 6 564 -6.7 3,000

3 芝浦ふ頭
6
1

780
165

-7.5
-5.5

5,000
2,000

4 品川ふ頭（内貿）
3
1

690
166

-8
-10

6,000
15,000

5 品川ふ頭（コンテナ） 3 555 -10 15,000

ふ頭名
船
隻
数

延長
（m）

水深
（m）

対象船舶
（D/W）

6 大井コンテナふ頭 7 2,354 -15 50,000

7 大井水産物ふ頭 2 450 -12 30,000

8 大井食品ふ頭
1
2

230
380

-12
-11

30,000
15,000

9 大井建材ふ頭 4 280 -5 1,000

ふ頭名
船
隻
数

延長
（m）

水深
（m）

対象船舶
（D/W）

18 15号地木材ふ頭 3 720 -12 25,000

19 若洲内貿ふ頭 1 190 -11 15,000

20 若洲建材ふ頭 4 370 -5.5 2,000

21 辰巳ふ頭 13 1,040 -5 1,000

22 豊洲ふ頭 - 283 -4 500

23 晴海ふ頭
1
1

146
190

-9
-10

10,000
15,000

24 晴海ふ頭（客船） 2 456 -10 20,000(G.T.)

25 月島ふ頭
2
-

266
1,085

-7.5
-3～-4.5

5,000
300～500

ふ頭名
船
隻
数

延長
（m）

水深
（m）

対象船舶
（D/W）

10 中央防波堤外側コンテナふ頭
1
1

230
400

-11
-16

20,000
150,000

11 中央防波堤内側ばら物ふ頭 1 240 -12 30,000

12 中央防波堤内側内貿ふ頭 2 460 -9 12,000(G.T.)

13 青海コンテナふ頭
2
1
2

520
350
700

-13
-15
-15

35,000
50,000
50,000

14 お台場ライナーふ頭 9 1,800 -10 15,000

15 10号地ふ頭
11
13

1,500
920

-7.5
-5

5,000
1,000

16 フェリーふ頭 4 876
-7.5～
-8.5

6,000～
16,000(G.T.)

26 東京国際クルーズターミナル 1 430 -11.5 230,000(G.T)

第
一

路
航

外貿雑貨・ばら物ふ頭

外貿コンテナふ頭

外貿物資別専門ふ頭

内貿雑貨ふ頭

内貿物資別専門ふ頭

多目的ふ頭

内貿ユニットロードふ頭

フェリーふ頭

客船（貨客船）ふ頭

高速道路

一般道路及び通路

Ｎ



２ 外貿コンテナ
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（１）現状と課題
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２．東京港の概要・役割（１）外貿コンテナ取扱個数の推移（５大港比較）

東京港は、外貿コンテナ取扱個数が２２年連続で国内トップであり、取扱貨物量は増加傾向となっている

資料：東京港港勢及び各港港勢より作成
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２．東京港の概要・役割（２）方面別コンテナ取扱個数の推移

東京港の方面別コンテナ取扱個数は、アジア貨物が増加傾向にある

アジア

アジアのうち中国

（香港を含む）

北米

欧州・地中海

東京港全体
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取
扱

個
数

（
万

T
E

U
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451万TEU

339万TEU

149万TEU

69万TEU

35万TEU

資料：東京港港勢より作成

※港湾統計上の方面別航路について、H16以前及びH23以降は「最遠寄港地」を用いており、H17-H22は「最終寄港地」を用いているため、
統計上差異が生じている



（３）充実した外貿コンテナ航路網
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東京港は充実した外貿コンテナ航路網を有している

しかし、欧州・北米の基幹航路（振り子含む）は減少傾向にある

一方、中国航路に加え、近年は東南アジア航路が増加傾向

資料：「東京港ハンドブック」及び「日本コンテナ航路一覧」（R2.7）（日本海事新聞）より東京都作成
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（４）背後圏との充実した道路ネットワーク

22

2018年に外環道（三郷南IC～高谷JCT間）が開通し、東京港への道路ネットワークが強化

三環状道路の整備に伴い、物流施設の立地が進展

背後圏とのアクセス性の高さは東京港の大きな強み

資料：「2020年代の総合物流施策大綱に関する検討会（第１回）」
（R2.7）に東京都追記

高谷JCT

三郷南IC

資料：「東京都市圏物資流動調査（第５回）」（H27.12）より作成

【関東圏の４つのエリアの定義】

【関東圏のエリア別大規模な物流施設の立地件数（事業所数）】



（５）東京港の背後圏

23

輸入 輸出

資料：「平成30年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査結果」より東京都作成

【輸出】【輸入】

輸入・輸出とも、関東地方のみならず東北地方、甲信越地方においても東京港利用率が高い

東京港は、東日本の生活と産業を支える重要な役割を担っている



（６）首都圏の東京港利用率

24Port of Tokyo

平成30年（2018年）コンテナ貨物流動調査の結果、神奈川県、山梨県を除く１都５県において、東京港利用率
が高い
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資料：「平成30年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査結果」より東京都作成



（７）コンテナターミナルゲート前での交通混雑の発生

Port of Tokyo 25

東京都作成

（渋滞長の調査条件）
・毎年１２月の平日２０日間（８時３０分～１６時３０分の３０分おきに測定）
・コンテナヤードの各ゲート前からの渋滞長を計測
・各ふ頭における渋滞長は、各ゲートにおける測定値の平均値
・東京港全体は、各ふ頭における平均渋滞長の平均値

曜日や時間帯によっては、コンテナターミナルゲート前で交通混雑が発生している

これまでの交通混雑対策への取り組みにより、渋滞長は減少傾向にある

引き続き交通混雑の解消に向けて取り組む必要がある



（８）混雑緩和に向けた取組状況

Port of Tokyo 26

東京都作成
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（９）バンプール・シャーシプールの点在

バンプール・シャーシプールが臨海部に点在している

R2.11.1時点（東京都作成）

Ｎ
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（10）東京臨海部における倉庫の立地状況

東京臨海部に立地する主な倉庫施設は、開設後30年以上経過する施設が大部分を占めており、
老朽化が進行している

都内における冷蔵冷凍倉庫の所要容積の94％が東京臨海部に立地しており、冷凍冷蔵倉庫の立地ニーズは高い

東京臨海部への立地状況（冷蔵冷凍倉庫）

資料：「首都圏冷蔵倉庫分布地図（改訂９版）（2019）」
（東京冷蔵倉庫協会）より東京都作成

臨海部

94%

その他

6%

倉庫の老朽化状況（外貿コンテナ取扱倉庫）

資料：「東京港ハンドブック2020」より作成

Ｎ

※区分所有又は長期貸付地の倉庫を対象 ※所要容積比率

全体 418万 

(23万 )

(395万 )

【凡例】

冷蔵冷凍倉庫



２ 外貿コンテナ
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（２）情勢の変化



（１）世界におけるコンテナ船舶の大型化動向（最大船型比較）

Port of Tokyo 30

スケールメリットによる輸送コスト低減のため、世界のコンテナ船の大型化が急激に進展している
日本に寄港する最大船は、世界の最大船と大きく差が開いている

世界全体

日本寄港

凡例

資料：世界の最大船について、港湾の中長期政策「PORT2030」（H30.7）（国交省港湾局）より作成
日本寄港の最大船については、概ね５年ごとに「国際輸送ハンドブック」より東京都作成
2020年は、「日本コンテナ航路一覧」（日本海事新聞別冊）（R2.7）より東京都作成



（２）方面別貨物量と船舶大型化動向
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東京港の取扱貨物のうち、アジア貨物が７５％を占める

生産拠点南下に伴い、東南アジア方面の貨物量が増加している

東京港に寄港するコンテナ船は、各航路で大型化が進展している

資料：「東京港ハンドブック」より作成

航路別船舶大型化の推移（東京港寄港）
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資料：港湾の中長期政策「PORT 2030」（H30.7）（国土交通省港湾局）より作成

【凡例】

就航船舶

欧州 35

北米 69

アジア 339

(うち中国 149)

アジア貨物
75%

451

81

30

303

（137）

157

（59）

68

415

307

資料：東京港港勢より作成（2010年は参考値）

66



（３）世界のコンテナターミナルの自動化導入状況
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〇 世界のコンテナ取扱個数上位２０港のうち、２０１９年時点で１３港（６５％）が自動化を導入している状況

〇 未導入の港湾はほとんどが中国の港湾であるが、近年、厦門港や上海港（ともに導入済）をはじめ、自動化導入の
動きが加速している

〇 我が国においては、名古屋港において自働化を導入済み

資料：「国際コンテナ戦略港湾政策推進WG資料（第１回）」（R2.8）（国土交通省港湾局）より

ＲＴＧ（ﾀｲﾔ式門型クレーン）



（４）シンガポール港の次世代コンテナターミナル

Port of Tokyo 33

シンガポール港では、大規模な埠頭再編や機能強化が進められている

シンガポール港のターミナル再編事業

資料：「国際コンテナ戦略港湾政策推進委員会（第９回）」
（H30.8）（国土交通省港湾局）に東京都追記

・既存機能を全てトゥアス地区へ移転

・2040年代完成予定（2021年より順次稼働）

・6,500万TEUの取扱能力

・完全自働化ターミナルとして計画

トゥアス

パシルパンジャン

ブラニ

ケッペル タンジュン
パガー

シンガポール港の２階建ターミナル構想

資料：港湾の中長期政策「PORT 2030」（H30.7）（国土交通省港湾局）より作成



（５）港湾物流の生産性向上に向けた取組
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資料：「交通政策審議会 第78回港湾分科会」（R2.2）より作成

「サイバーポート」の全体像

2021年度から運用開始予定

国土交通省では、港湾物流関係者間の情報連携を促進するため、港湾物流の生産性向上を図る「港湾関連データ
連携基盤」の構築等を進めており、2021年度からの基盤利用開始が予定されている



３ 内貿・在来
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（１）現状と課題



（１）輸送形態別の内貿貨物量の推移
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在来貨物（公共） 在来貨物（専用）

フェリー貨物（公共）

資料：東京港港勢より作成

※取合せ品：引越貨物、郵便貨物等の小口貨物

ユニット貨物は増加傾向にあり、輸送機械や取合せ品が太宗貨物となっている

在来貨物は砂利・砂、建設発生土など、建設資材・建設副産物が太宗貨物となっている

※

ユニット貨物（公共）

※カーフェリー貨物は車両区分別の台数に
所定の換算トンをかけて算出

完成自動車



（２）東京港の内航航路サービス
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北海道、九州、沖縄方面と多頻度な航路サービスを有しており、国内輸送において重要な役割を果たしている

資料：「東京港ハンドブック2020」より作成

主な寄港地 便数 船種
苫小牧
釧路

東京／苫小牧／釧路 週6便 RORO

苫小牧 東京／苫小牧 週6便 RORO
苫小牧
釧路

東京／名古屋／大阪／苫小牧／釧路／
仙台

週7便 RORO

釧路 東京／船橋／釧路 週1便 RORO
日南 東京／油津／細島 週2便 RORO
苅田 東京／苅田／宇野 週6便 RORO
博多 東京／御前崎／博多／大分／岩国 週6便 RORO

東京／名古屋／志布志／那覇 週3便 RORO
東京／大阪／那覇 週3便 RORO

フェリー 東京／徳島／北九州 週7便 フェリー

航路

北海道

九州

沖縄 那覇



（３）利用形態の変化したふ頭等
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荷姿の変化により利用が低下した水域が存在（旧12号地貯木場など）

寄港数が著しく低下しているふ頭が存在（大井水産物ふ頭など）

水域の利用低下事例（旧12号地貯木場） ※計画廃止

昭和63年（1988年） 令和2年（2020年）

利用隻数の低下事例（大井水産物ふ頭）

※作業船係留水域として
暫定利用

資料：東京港港勢より作成

Ｎ
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３ 内貿・在来
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（２）情勢の変化
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RORO船においてもリプレースが進み、大型化が進展している

RORO船の大型化により積み下ろし貨物量が増加するため、ヤード面積が更に逼迫している

Port of Tokyo 40

（１）RORO船の大型化が進展

資料：「東京港ハンドブック」、内航海運各社ＨＰより作成

東京港に寄港するRORO船のトン数（GT）の割合
（）内は就航隻数

資料：「東京港ハンドブック」より作成

船舶大型化の例

近年の大型船例

船長：175ｍ
総トン数（ＧＴ）：16,726トン
載貨重量トン（ＤＷＴ）：7,600トン

（２） （２） （２）

（1）

（7）

（8）

（11） （9）

（3）

（15）

（7）（5）（4）（4）

（6）
（6）

写真：栗林商船ＨＰより

（21） （23） （23） （25）

～4,999 5,000～ 7,000～

10,000～ 13,000～

旧 新 増加比率

シャーシ  152  

乗用車  267  

GT  16,726  

シャーシ 128 192 1.50

乗用車 103 200 1.94

GT 9,858 13,633 1.38

苫小牧航路

A 平成26年5月

B 令和元年6月

新造年航路
船舶

（例）

荷姿別

積載台数

積載能力（台）



４ 防災・維持管理
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（１）現状と課題



（１）耐震強化岸壁

Port of Tokyo 42

■緊急物資輸送対応施設

→大規模地震時における、
緊急物資輸送及び被災者避難の拠点

全 体 計 画 ： ２６バース

整 備 済 ： １４バース

整 備 中 ： ４バース

耐震強化岸壁は、大規模地震が発災した際に、発災直後から緊急物資等の輸送や、経済活動の維持を目的と
した、耐震性を強化した岸壁

■幹線貨物輸送対応施設

→大規模地震時においても
外貿ｺﾝﾃﾅ等の物流機能を確保

全 体 計 画 ： ２２バース

整 備 済 ： ５バース

整 備 中 ： １バース

資料：「交通政策審議会港湾分科会防災部会（第３回）」（R2.5.25）より作成



（１）耐震強化岸壁

Port of Tokyo 43

〇 新規整備や更新に併せた耐震化を進めており、整備率は４割となっている

凡例

整 備 済

事 業 中

未 整 備

緊 急 物 資

幹 線 貨 物

全体計画 整備済 事業中 未整備

緊急物資輸送対応施設 26 14 4 8

幹線貨物輸送対応施設 22 5 1 16

合計 48 19 5 24

（令和２年４月１日現在）

竹芝貨客船

日の出貨客船

芝浦内貿雑貨

品川ユニットロード

品川コンテナ

大井コンテナ

青海コンテナ
新海面コンテナ

中防外コンテナ

中防内ユニットロード

15号地コンテナ

大井食品

中防内ユニットロード

10号地その2ユニットロード

10号地その2多目的

10号地その1西側多目的

10号地その1東側多目的

辰巳内貿雑貨
晴海物資補給岸壁

東京国際クルーズターミナル



（２）橋りょう耐震化・無電柱化

Port of Tokyo 44

東日本大震災級の大地震発生時において、緊急物資や被災者の円滑な輸送、首都圏の経済活動を維持するため
橋りょうの耐震化、臨港道路の無電柱化を実施

橋りょうの耐震化

耐震工事中耐震化完了 耐震化予定

のぞみ橋

新日の出橋

大井中央陸橋

城南大橋

若洲橋

有明ふ頭橋(東)

有明ふ頭橋 (西)

ﾚｲﾝﾎﾞｰﾌﾞﾘｯｼﾞ

大井北部陸橋

中防大橋

城南野鳥橋（平面化）

東京ｹﾞｰﾄﾌﾞﾘｯｼﾞ

臨海中央橋

あけみ橋

新末広橋

南千石橋

新曙橋

南海橋（架け替え）

無電柱化事例（新木場若洲線）

緊急輸送道路

海の森大橋



Port of Tokyo 45

（３）港湾施設（岸壁）の老朽化が進行

港湾施設は高度経済成長期に集中的に整備され、今後急速に老朽化することが懸念されている

これまでも港湾施設の維持管理に予防保全型手法を取り入れ、施設の延命化を推進しているが、
今後は橋りょうやトンネルについて長寿命化対策に取り組む

資料：「東京港港湾施設等予防保全基本計画」（H29.9）（東京都港湾局）より作成

係留施設（-5m以深）の老朽化の現状（平成28年度末現在）
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（４）海岸保全施設

Port of Tokyo 46

海岸保全施設とは、水門、陸閘、防波堤、排水機場など防災機能を持つ施設のことで、海岸災害から背後地に
住む都民の生命や財産を守る役割を担っている

台風や地震、以上潮位時は、「水門」、「陸こう」を閉鎖し、「排水機」にて内水の強制排水を行う

海岸保全施設の仕組み

「水門・陸こう」の閉鎖 排水機場の断面イメージ

資料：「高潮・津波からまもる」（R元年度版）（東京都港湾局）より作成



（４）海岸保全施設

Port of Tokyo 47

海岸保全施設が概成しており、高潮から都民の生命を財産が守られている

施設の耐震・耐水対策を実施中

緩傾斜防潮堤の整備

嵩上げ

耐震対策
水門の耐震対策

資料：「高潮・津波からまもる」（R元年度版）（東京都港湾局）より作成



４ 防災・維持管理
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（２）情勢の変化



Port of Tokyo 49

（１）頻発化・激甚化する自然災害

神戸・大阪港とも過去最大潮位を記録

神戸港・大阪港（平成30年9月 台風２１号）

高潮・高波・暴風により想定を超える被害が各所で発生

平成30年（台風２１号）では大阪港・神戸港が被災、令和元年（台風15号）では横浜港が被災

国土交通省では、「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策ガイドライン」を改訂（平成31年3月）

資料：「大阪湾港湾等における高潮対策検討委員会 最終とりまとめ」（H31.4）より作成
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（２）将来の平均海面水位の上昇

資料：「交通政策審議会港湾分科会防災部会（第４回）」（R2.6.26）より作成

近年、台風被害が激甚化するとともに、気候変動に起因する平均海面水位の上昇など、将来の災害リスクの増大が懸念

国の交通政策審議会において「気候変動を踏まえた海岸保全施設のあり方」が答申（令和２年８月）

今後の海岸保全のあり方や海岸保全の前提となる潮位や波の考え方、気候変動を踏まえた整備手法等について検討

都においては、「高潮特別警戒水位検討委員会」で現在検討中

平均海面水位の
上昇量

潮位偏差の
増大量

波浪の強大化等
の影響分
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（３）構造物の点検診断における新技術の導入

東京港は数多くの施設を抱えているため、今後、点検診断業務の増加が懸念

新技術の利活用を推進することで、業務の省力化・効率化を検討

トンネルの壁面、建築物などの点検において、実証実験を実施し、精度、経済性等を検証し、本格導入に向けて更に検討

［トンネル］走行型画像計測による実証実験

• R1年12月に青海トンネルにおいて実施

• カメラとLED照明を搭載した車両を走行させ、

トンネル壁面を連続撮影し、従来の点検方法と

比較検討

 トンネル天井の画像解析図（例） 

 走行型画像計測 

［建築物］ドローンを活用した点検診断の実証実験

• R2年1月に佃サブセンター、佃管理宿舎において実施

• ドローンに搭載したカメラで建築物を撮影し、劣化状況を

点検、確認

 撮影した写真  ドローン 

植物の繁茂を確認

［桟橋］遠隔操作型のボートを用いた上部工点検

• 安全な点検に向けた取組み

• 民間、研究機関の機材について

比較検討

• 精度、経済性などを確認し、課題

の整理、導入に向けた検討を実施

 カメラを搭載したラジコンボート 



５ 環境
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（１）現状と課題



（１）海上公園の整備

Port of Tokyo 53

【海上公園の概要】

○海上公園構想（1970年）、海上公園条例（1975年）に基づき海上公園を整備

⇒ 臨海地域の自然再生及びスポーツ・レクリエーションのための空間を創出

○海上公園ビジョン（2017年）を策定し、３つの方向性を提示

⇒ ①東京の都市機能向上 ②賑わいの創出 ③東京2020大会の成功とレガシー活用

【開園状況】

○お台場海浜公園、若洲海浜公園、葛西海浜公園など 計39公園

○開園面積 ： 870ha（うち水域540ha）

○来園者数 ： 延べ800万人／年

若洲海浜公園

葛西海浜公園

お台場海浜

公園

資料：「海上公園ビジョン」（H29.5）（東京都港湾局）より作成



（２）ラムサール条約湿地に登録

Port of Tokyo 54

平成30年10月、葛西海浜公園がラムサール条約湿地に登録

生物多様性保全に大きく貢献している

● 国際的に重要な湿地であることが認められ、平成30年10月18日、ラムサール条約湿地に登録

葛西海浜公園（平成元年開園）

● 埋立が進む中で、生き物の生息場所を確保し、レジャーを楽しめる人工なぎさを整備



（３）廃棄物処分場の整備

Port of Tokyo 55

廃棄物処分場として、都市機能の維持に貢献している

都内最後の海面処分場であり、ごみの減量化や深掘りなどの取組みにより延命化が必要である

資料：「東京都廃棄物埋立処分場」（R2.3）（東京都環境局）より作成



（３）廃棄物処分場の整備

Port of Tokyo 56

浚渫土などの土砂で埋め立てる安定型ブロックと、焼却灰や下水汚泥など埋立後の飛散防止や汚水処理等の管理が必要

な管理型ブロックを整備

将来は安定型ブロックをふ頭などの港湾施設整備、安定型ブロックに港湾関連施設や緑地を設ける計画

外周護岸（西側）は将来の土地利用計画
（ふ頭用地）に合わせ、岸壁が整備しやす
い構造を採用しています。

外周護岸（東側）は廃棄物による汚水が地
下水や海に浸出しないよう、遮水機能を確
保します。

資料：「新海面処分場」（H29年度版）（東京都港湾局）より作成



５ 環境
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（２）情勢の変化



Port of Tokyo 58

資料：東京港埠頭株式会社資料より
東京都作成

（１）環境に関するこれまでの取組

緩傾斜護岸を活用した浅場等の整備

ブルーカーボン生態系の例

【大井コンテナふ頭】

・導入実績 ５１/６４基

・導入率 ８０％（2019.12現在）

・軽油使用量削減率

約40％（１基当り）

ハイブリッド型トランスファークレーンの導入

蓄電池

太陽光発電設備の導入

（例）大井コンテナふ頭ゲート屋上

大井コンテナふ頭立体格納庫屋上

海域環境回復への取組

〇 コンテナターミナルにおいて、太陽光発電の導入、ハイブリッド型荷役機械の導入など、
環境対策に取り組んでいる

〇 海域環境の回復に向け、ブルーカーボン生態系の活用や浅場造成に取り組んでいる

資料：「交通政策審議会第80回港湾分科会」（R2.11.26）より作成

資料：「新海面処分場」（H29年度版）（東京都港湾局）より作成

タイドプール（水生生物等の生息の場）
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資料：「交通政策審議会第80回港湾分科会」（R2.11.26）より作成

次世代エネルギー輸出入・配送
拠点となる港湾施設の整備

2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、
脱炭素社会の実現を目指すことを宣言（内閣総理大臣所信表明演説 令和２年10月26日）

国土交通省において、カーボンニュートラルポート構想の検討を開始

（２）脱炭素社会への取組み



６ 観光・水辺のまちづくり
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（１）現状と課題



（１）東京国際クルーズターミナルの開業

Port of Tokyo 61

◆ターミナルビルの構造等

・鉄骨造4階建て（最高高さ 約35ｍ）

・延床面積 19,116.67㎡、奥行 約40m、幅 約130m

◆ターミナルビルの特徴

《 設計コンセプト：首都の玄関口 》

・ダイナミックな大屋根

「海の波」、「船の帆」、

日本の伝統的な「屋根のそり」

をイメージ

・開放的なロビー空間

3、4階を吹き抜けとした

高い天井により開放的で

心地よいロビー空間を実現

令和２年９月２日

ファッションショー

主催：ルイ・ヴィトン・ジャパン

令和２年10月23日

クルーズシンポジウム in 東京

主催：東京都港湾局

外観

内観 内観

＜活用事例＞

世界最大の客船も受け入れ可能な、東京国際クルーズターミナルが令和２年９月１０日に開業

１バースのみであり、客船の寄港ニーズに十分に対応できていない

周辺地域の賑わいに乏しい

岸壁延長：430ｍ
水深：-11.5ｍ



（２）舟運ネットワーク

Port of Tokyo 62

公共船着場を段階的に開放してきたことにより、不定期航路における船着場の利用は増加しつつある

一方で、定期航路ネットワークが限定的である

375 364

819

460

270 396

355

336

680

53

64

201

H28 H29 H30 R1

お台場

日の出

有明

竹芝

日の出日の出

お台場お台場天王洲天王洲

有明有明

WATERS
竹芝

WATERS
竹芝

ららぽーと

豊洲
ららぽーと

豊洲

パレット
タウン

パレット
タウン

公共船着場

船着場

定期航路

【船着場の利用回数の推移（不定期航路）】 【臨海部の船着場と定期航路ネットワーク】

豊洲

【船着場の整備状況（日の出Hi-NODE）】



（３）船着場の整備状況
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船着場の新規整備、防災船着場を水上タクシーに開放する社会実験等により、舟運の活性化に向けて取り組んでいる

一方で、船着場周辺における賑わいが不足している

海の森公園船着場【港湾局】
（令和２年7月完成）

ウォーターズ竹芝【民間】
（令和２年6月完成）

日の出船着場【港湾局】
（令和元年8月完成）

品川防災船着場【港湾局】
（社会実験中）



（４）運河ルネサンスの取組

Port of Tokyo 64

〇 運河に「観光資源」という視点を取り入れ、地域のにぎわいや魅力を創出する「運河ルネサンス」を平成17年度より
推進

〇 6つの推進地区を指定し、各地区の主体的な取組みと水域占用許可の規制緩和により、地域の特色を活かした水上
レストランや観光桟橋などが設置され、様々なイベントも多数開催

運河ルネサンス推進地区

運河ルネサンス対象運河

運河ルネサンス推進地区

（指定済み）

朝潮地区

品川浦・
天王洲地区

勝島・浜川
・鮫洲地区

豊洲地区

芝浦地区 東陽・新砂地区

品川芝浦・天王洲地区（平成17年6月指定）
水上レストラン
（平成18年2月オープン）
水域利用の規制緩和第１号の水上レストラン

天王洲ピア
ビジター桟橋として設置、水上タク
シーの船着き場としても活用

芝浦地区（平成17年6月指定）

芝浦運河まつり（毎年秋季）
地元商店会が主体となり、運河クルーズやカナル
カフェ、カナルステージなどを実施

東陽・新砂地区（令和2年10月指定）

水辺の大実験
ボートやメガSUPの体験を通して汐浜運河を
体感するイベントを実施

各地区における取組事例



（５）運河エリアにおけるライトアップの取組

Port of Tokyo 65

〇 東京2020大会とその先を見据え、東京の来訪者を惹きつける観光資源の開発、ナイトライフ観光等の充実に資する
ライトアップの取組が求められている

〇 港湾局では、平成30年に「運河エリアライトアップマスタープラン」を策定

〇 日の出・竹芝、芝浦港南、天王洲の重点３地区において、ライトアップ促進協議会を設置し取組を促進

天王洲水門ライトアップ（イメージ）

日の出上屋ライトアップ

人道橋のライトアップ
※民間整備（令和元年度）

上屋ライトアップ（令和元年度）
（※平成29年度に社会実験）

小型船ターミナルのライトアップ
※民間整備（令和元年度）

日の出地区での取組内容



（６）都心へのアクセスと域内回遊性

Port of Tokyo 66

東京2020大会後、ＢＲＴ（Bus Rapid Transit）が本格運行となるが、臨海部への公共交通機関（鉄道・新交通）に
よるアクセスはゆりかもめ、りんかい線に限られる

街区が大きいことに加え、施設間の距離が離れており、移動がしにくい

１ｋｍ

日の出

豊洲

新豊洲

市場前

有明テニスの森

有明

東京ビッグサイト

青海

テレコムセンター

東京国際
クルーズターミナル

台場

お台場海浜公園

芝浦ふ頭

竹芝

新橋

汐留

豊洲市場前

有明テニスの森

国際展示場

東京テレポート

晴海中央

晴海BRTターミナル

勝どきBRT

新橋

虎ノ門ヒルズ

ゆりかもめ 駅

りんかい線 駅

【ＢＲＴ】

幹線ルート

晴海・豊洲ルート 駅

勝どきルート



６ 観光・水辺のまちづくり
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（２）情勢の変化



（１）訪日・訪都外国人旅行者の増加

Port of Tokyo 68

訪日・訪都外国人旅行者数は近年大幅に増加している

（2020年は新型コロナウイルス感染症により訪日外国人は激減）

訪都国内旅行者数

訪都外国人旅行者数

資料：「平成31年・令和元年訪都旅行者数等の実態調査結果」（東京都産業労働局）より作成



（２）訪都外国人旅行者の訪問した場所

Port of Tokyo 69

臨海部の「お台場・東京湾」を訪れた外国人旅行者は２３％

臨海部が都内有数の観光地として、外国人から広く認識されている

資料：「平成31年・令和元年訪都旅行者数等の実態調査結果」（東京都産業労働局）より作成

訪問した場所（複数回答）



（３）東京2020大会のレガシーの集積

Port of Tokyo 70

臨海部に東京2020大会のレガシーが集積している


